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研究成果の概要（和文）：大震災を経験した中山間地域における社会関係資本の長期的動向を調査するにあた
り、その復興にあわせ地域振興のために大規模芸術祭を継続的に開催している地域、すなわち新潟県十日町市地
域に着目した。その比較対象として国内では、中山間地域同様の条件不利地である離島部である瀬戸内海と、逆
に大都市部で大規模芸術祭開催している名古屋市を選択した。また比較的条件の近い台湾の南投縣を対象とし、
それぞれに、ほぼ同じ内容の質問紙調査を行うことで、比較を行うための材料を整理できた。

研究成果の概要（英文）：In investigating the long-term trends of social capital in the mountainous 
areas that experienced the great earthquake, in the area where large-scale art festivals are 
continuously held for regional promotion in line with the reconstruction, that is, the Tokamachi 
city area in Niigata prefecture. I paid attention to it. For comparison, we selected the Seto Inland
 Sea, which is a remote island area with the same disadvantages as the mountainous areas, and Nagoya
 City, which holds a large-scale art festival in a metropolitan area. In addition, we were able to 
sort out the materials for comparison by conducting a questionnaire survey with almost the same 
contents for each of Taiwan's Nantou County, which has relatively similar conditions.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
社会関係資本が個人にも地域社会にも影響を及ぼしており、また、定量化することにより比較できることから、
1990年代から世界銀行が発展途上国への融資前調査に用いるなど、世界的に広く使われている。本申請では、新
潟県十日町市地域の大地の芸術祭、離島部で開催された瀬戸内海国際芸術祭、逆に大都市部で大規模芸術祭開催
している名古屋市のあいちトリエンナーレに、ほぼ同じ内容の質問紙調査を行うことで、比較を可能とした。
また比較的条件の近い台湾の南投縣を対象とした調査も行っており、比較を可能とした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 各種の人間関係が個人にとっても地域社会にとっても有益でありうることは、古来さまざま
に語られてきた。それをアメリカの政治学者パットナムが、イタリアの南北格差について、社会
関係資本(Social Capital、以下 SC)という概念で定量的に計測した結果を発表し、この概念が広
く使われるようになった。SCとは、①ネットワーク（つきあい・交流）、②信頼、③互酬性の規
範、の三つで表現される。これらの人間関係が経済学の資本のように、個人にもコミュニティに
も有益である、という概念である。大別して、地縁血縁による地域内の「紐帯型」と趣味や職能
による地域内外に渡る「橋渡し型」の二つがあるとされている。 
 本申請グループは、2004 年 10 月に発生した新潟県中越大震災以降、その被災地である新潟
県十日町地域の中山間地域を調査対象とし、SCの変化等を研究してきた。 
 
２．研究の目的 
本申請は、その研究結果を日本全国および国際的に展開すべく、地理的・文化的に近い台湾中
部の 921大震災（1999年 9月発生）で被災した中山間地域の SCとの、比較研究を行なうこと
が目的の一つである。 
台湾および国内の比較調査地域として、中山間地域であって大規模芸術祭による地域振興を
実施している地域を候補とした。地域振興として経済波及効果が取り上げられることは多いが、
社会的な影響があったのか、それを定量的に調査することで比較を可能にするのが、SCを用い
る理由である。よって十日町地域で開催の「越後妻有 大地の芸術祭（以下、大地の芸術祭）」
に対し、名古屋市域で開催の「あいちトリエンナーレ」、瀬戸内海で開催の「瀬戸内国際芸術祭」、
台湾南投縣で開催の「日月潭花火音楽嘉年華」を対象とした。 
 
３．研究の方法 
SC 測定は質問紙調査によるのが通例であり、本申請でも過去の国内 SC 調査項目等を参考に、 
設問項目を設計した。特に、ほぼ同じ設問を設けることで、比較可能としている。あわせて現地
調査でのインタビュー等、定性的な調査も行っている。 
 
４．研究成果 
(1) 新潟県十日町市・津南町調査 
①本質問紙調査の概要 
本調査は、 2018 年 11 月 24 日から 12月 26 日にかけて、新潟県十日町市と津南町で選挙権を
有する 20 歳から 84 歳までの男女を対象として実施した。サンプリングは選挙人名簿から等間
隔抽出法によって抽出し、質問紙の配布・回収は郵送で行った。配布数は 1950 票（津南町 650
票、十日町市 1300 票）であり、回収数は 784 票（津南町 275 票、十日町市 509 票）で、回収率
は 40.2％（津南町 42.3％、十日町市 39.2％）であった。 
②調査結果 
まず、回答者の年齢構成は、20-30 歳代と 75 歳以上が少ないが、およそ実際の年齢構成を反
映したものとなっている。属性の地域差は、職業と出身地に現れた。職業では、旧十日町市で正
社員の割合が高く、津南町で農業者が相対的に多く見られた。出身地では、津南町では、町外出
身者が相対的に多く見られたものの、地元出身者も多く見られた。他方、十日町市では、市内出
身者が相対的に多く見られたものの、地元出身者は少ないことが確認された。 
つぎに投票意識では、津南町と十日町市は共に首長選の投票率が高いが、回答者はさらに投票
率が高いグループであった。投票行動（政治参加）は、SC の代理変数とみなされるため、高投票
率は本地域における高水準の SC の蓄積を示唆している。回答者が重視した政策は、医療・介護、
高齢化政策であったが、これは年齢構成が反映された結果と考えられる。 
SC（地域共同活動、ボランティア、趣味・スポーツ活動等への参加、信頼、近所つきあい、互
酬性及び地域に対する愛着等）に関する設問は、どれもポジティブな回答割合が高いことが確認
された。なかでも、地域共同活動や集落や町内の人々とのつきあい、特定信頼等が示す結束型 SC
については、ポジティブな回答割合が高かった。ボランティアや個人的な趣味等の活動や一般信
頼が示す橋渡し型 SC も高水準であるものの、結束型よりはポジティブな回答割合がわずかなが
ら低いという特徴が見られた。 
大地の芸術祭については、7回の開催を通じて、まったく関わりのない住民が 40％程度、作品
やイベントの見学のみの住民が 20％程度であること、残りの 40％程度の住民が芸術祭の準備や
運営に協力などのかたちで、過去に関わっていたか、現在関わっていることが明らかになった。
そのきっかけは、「仕事」、「集落で頼まれた」という回答が多かったが、「興味があった」という
回答も多く見られた。 
また、芸術祭が「地域の伝統や歴史を反映しているか」については、「思わない」が「思う」
をわずかに上回っており、「どちらともいえない」を含めれば、地域の伝統や歴史を反映してい
ないという住民の認識が支配的であることが確認された。今後の開催継続については、松代・松



之山等の旧 4町村では、津南町や旧十日町市よりも賛成割合がわずかに低いことが示された。 
「家族と買い物や外食等に出かける頻度」の最頻値が「週に 1回～月に数回程度」であるのに
対して、親族や友人との交流は「月に 1回～年に数回程度」が最頻値であった。結束型 SCに分
類される、家族との交流と親類や友人との交流とで違いが確認された。 
 
(2)名古屋市調査 
①本質問紙調査の概要 
本調査は、株式会社インテージ社に委託し、 2020 年 2 月 7日から 12 日に、名古屋市内に居
住する同社登録モニターの 20 歳から 90 歳までの男女 1,054 人を対象として実施した。回収割
合は 18.6％である。 
なお、SC の居住地域による違いを確認するために、名古屋市内の 16区のうち、2015 年の「国
勢調査」から、昼夜間人口比率が 150％を上回る中区（364％)、中村区（172.1％)及び東区（158.1％）
を都心部とし、その他の 13 区を周辺部として定義したうえで、調査結果を集計している。 
②調査結果 
第 1 に、回答者の年齢構成は、およそ実際の構成を反映したものとなっているものの、20-40
歳代が少なく、60 歳以上の割合が高い。属性の都心部と周辺部の地域差は、婚姻関係、住宅、学
歴、同居人数、生計を同一にする人数で見られた。都心部では、未婚で一人暮らし、マンション
居住で、比較的高学歴の回答者が多い傾向が確認された。  
第 2 に、SC のうち、地域共同活動とボランティア活動への参加はネガティブな回答割合が高
いことが確認された。橋渡し型 SC に分類される趣味・スポーツ活動等への参加は、比較的高い
個人と低い個人（それぞれ 30％超存在）に分かれることが確認された。信頼については、高水
準の一般信頼と特定信頼を持つ個人が少ないことが確認された。町内の人々とのつきあいで計
測される結束型 SC も低水準であることが確認された。他方、互酬性と地域に対する愛着は、相
対的にポジティブな回答割合が高いことが確認された。SC の都心部と周辺部の地域差について
は、周辺部で地域の人々と「日常的に立ち話をする」割合が高いことが確認された。  
第 3に、家族とのつきあいによって計測される結束型 SC の水準は、「買い物や外食等に出かけ
る頻度」は比較的高いのに対して、「地域活動への参加」は極めて低水準であった。親戚と友人
とのつきあいをみると、親戚や友人とのつきあいには確認できないものの、家族との買い物と地
域活動への参加の頻度において、（統計的に有意な差は確認されないが）相対的に周辺部のほう
が高い傾向が見られる。 
第 4に、あいちトリエンナーレについては、4回の開催を通じて、まったく関わりのない住民
が 80％程度、作品やイベントの見学のみの住民が 9％程度、残りの 11％程度の住民が芸術祭の
準備や運営に協力などのかたちで、過去に関わっていたか、現在関わっていることが明らかにな
った。作品やイベントの見学を含め、あいちトリエンナーレと関わりを持ったきっかけは、「興
味があったから」が最も多かったが、「表現の不自由展が話題になったから」という回答も多く
見られた。あいちトリエンナーレがもたらした「地域の新しい魅力」については、「何もない」
という否定的な回答が最も多く 40％弱を占めた。地域間で比較すると、都心部では「何もない」
と回答する割合が高く、周辺部では「アート作品」や「アーティストとの交流」の回答割合が高
い傾向が確認された。 
以上のことから、本アンケートによる、名古屋市という大都市の住民を対象とした SC に関す
る調査結果から、社会参加、信頼及び規範のどの SC も高水準の回答割合が低く、中水準か低水
準が多数を占め、住民の SC が低水準にあることが示された。これは結束型と橋渡し型のどちら
の SC についても同様であった。一方で、地域に対する愛着については、「とてもある」という回
答はそれほど高くないものの、「ある程度愛着がある」と回答する割合が最も高く、居住地に対
してポジティブな意識や誇りがあることが確認された。 
あいちトリエンナーレについては、住民全体の 80％が何の関わりを持っていないこと、作品・
イベントの見学したことがある住民が 10％、作品・イベント見学以外のトリエンナーレとの関
わり（たとえばボランティア等）を持ったことがある住民は全体の 2.6％に過ぎないことが明ら
かになった。 
 
(3)香川県離島地域調査 
①本質問紙調査の概要 
本調査は、2020 年６月２日から 6月 25 日に、香川県の男木島、女木島、直島、豊島在住のハ
ローページ電話帳掲載の 1029 世帯に各 2 部配布し、217 世帯から計 330 部を回収した。回収率
（回答世帯数／調査票配布世帯数）は 21.09％である。 
③調査結果 
第１に、回答者の年齢構成は実際の構成と比較すると、20歳代から 50歳代が 30％ポイント程
度少なく 60 歳以上が 30％ポイント程度高いことから、実際の年齢構成を反映しているとは言え
ない。これは電話帳に掲載される世帯主宛に配布し、回答を求めたことが影響した可能性が高い。 
第 2 に、SC のうち、地域共同活動とボランティア活動への参加はポジティブな回答割合が高
いことが確認された。橋渡し型 SC に分類される趣味・スポーツ活動等への参加は、比較的高い
個人と低い個人（それぞれ 30％前後存在）に分かれることが確認された。信頼については、高
水準の一般信頼と特定信頼を持つ個人が多いことが確認された。町内の付き合いで計測される



結束型 SC も高水準であることが確認された。互酬性と地域に対する愛着は、ポジティブな回答
割合が高いことが確認された。  
第 3に、家族との付き合いで測定される結束型 SCは、「買い物や外食等に出かける頻度」は比
較的高いのに対して、「地域活動への参加」は低水準であった。親戚とは相談や協力しあうと回
答した割合は 55％程度であることから、親戚関係から測定される結束型 SCの水準も高いことが
確認された。  
第 4 に、瀬戸内国際芸術祭については、4 回の開催を通じて、まったく関わりのない住民が
20％程度、作品やイベントの見学をしている住民が 50％程度であること、25％程度の住民が芸
術祭の関連行事への協力というかたちで、関わっていることが明らかになった。作品やイベント
の見学を含め、芸術祭と関わりを持ったきっかけは、「興味があったから」が最も多かったが、
「友人に誘われた」と「集落で頼まれた」という回答も多く見られた。芸術祭がもたらした「地
域の新しい魅力」については、「何もない」という否定的な回答がわずかであり、「アート作品」
と「経済効果」が 50％強で、さらに「来訪者との交流」が 50％弱程度で高いことが確認された。
今後の継続についても約半数が「賛成」と回答している。 
以上のことから、瀬戸内海の離島で主に高齢者住民を対象とした SCに関する本調査結果から、
社会参加、信頼及び規範のどの SCも高水準であり、特に結束型 SCについて顕著であった。地域
に対する愛着も高く、居住地に対するポジティブな見方、誇りの存在も確認された。 
瀬戸内国際芸術祭については、住民全体の 80％が何の関わりを持っていること、半数程度の
住民が、アート作品や来訪者との交流を新しい地域の魅力として位置付け、今後の芸術祭の開催
にも好意的であることが確認された。 
 
(4)香川県高松市調査 
①本質問紙調査の概要 
本調査は株式会社インテージに調査の実施を委託して、2020 年 6 月 10 日から 15 日にかけて
オンライン調査を行った。対象は高松市に居住の同社登録モニター男女 7,608 名、有効回答数は
1,030 名（回収率 13.5%）であった。 
②調査結果 
第 1 に、回答者の年齢構成は、実態の年齢構成と比較すると 40-60 歳代が多い一方で、20 歳
代と 80 歳代以上が少なかった。特に 80 歳代以上は実際の 5%程度であり、実態を反映している
とは言い難い。国民のインターネットの利用率は高いことから、モニター登録の状況が大きく影
響を受けた可能性が高い。 
第 2に、SCのうち、橋渡し型 SC に分類される「スポーツや趣味活動」への参加は比較的ポジ
ティブな回答（「可能な範囲で参加」）の割合が高かった。一方で、本調査と同様の質問を瀬戸内
の離島で行ったところ、「地域共同活動」「ボランティア活動」の参加が高かった。調査法が異な
るので、一概に比較はできないものの、本調査の回答とは異なる結果が得られている。また、信
頼については、一般的信頼、特定信頼ともに高い水準であった。結束型 SC とされる町内の付き
合いの程度や人数は、前者は「あいさつ程度の付き合い」、後者は「少数の人」の割合が最も多
かった。「互酬性」や「地域への愛着」はポジティブな回答が過半数を占めた。 
第 3に、結束型 SCに分類される「家族との付き合い」や「買い物や外出等に出かける頻度」
は高い水準であるのに対して、「地域活動への参加」は低かった。「親戚とのつきあい」は、「互
いに相談したり協力したりするようなつきあい」25.4%、「たまに会って食事や話をするようなつ
きあい」43。6%であり、親戚との関係から測られる結束型 SC の方も高かった。離島で実施した
調査もほぼ同様の傾向ではあったが、「親戚とのつきあい：互いに相談したり協力したりするよ
うなつきあい」の方は約 55%であり、市内での調査よりも濃密な関係が伺われた。 
第 4 に、「瀬戸内国際芸術祭」については、これまで全くかかわりのない人が半数、約 30%が
作品やイベントの見学をしていた。芸術祭に関わりをもったきっかけは「興味があったから」が
最も多く、「勤務先の仕事」「友人に誘われた」「知人に誘われた」も多かった。芸術祭がもたら
した「地域の新しい魅力」には「経済効果との回答割合が最も高く、「地域住民と来訪者の交流」
「地域住民とアーティストとの交流」を挙げる回答も多く「何もない」というネガティブな評価
はわずかであった。今後の芸術祭の継続についても「賛成」との回答が約 70%程度を占めていた。 
以上のことから、香川県高松市を対象とした社会関係資本に関する調査結果から、橋渡し型 SC
は中程度、信頼や結束型 SC も高水準であった。地域への愛着は「ある程度愛着がある」と回答
する割合が最も多く、居住地に対するポジティブな意識が確認される。 
瀬戸内国際芸術祭には、半数程度の人が関わりを持っていないと回答する一方で、経済効果や
地域住民との交流があることを評価しており、今後の継続にも好意的であることが確認された。 
 
(5)台湾の中山間地域（台湾南投縣） 
①本質問紙調査の概要 
南投縣は台湾の中心に位置し、台湾本島の中で唯一、海に接していない縣である。住民の 58%
が農業に従事し、台湾の中で高齢化率が高い地域である。南投縣魚池郷には台湾で最大の湖、日
月潭が位置し、蒋介石政権下では景勝地として迎賓館があった。しかし、蒋介石死後、蒋家の管
理機能を失い老朽化等が進んだ。1999 年 9 月 21 日に 921 大地震（集集地震）が発生し、甚大な
被害に見舞われたが、地震をきっかけに、台湾政府は被災地域の再建の一環として日月潭地区の



整備に取り組み、観光地とし
て発展させた。現在、日月潭
は、観光局によって、国立風景
区に指定され、台湾八景の一
つに選出されている。本調査
を実施した魚池郷、水里郷お
よび埔里鎮の位置関係は、図
のとおりである。 
本調査は、2020 年２月から
３月にかけて、台湾中部の南
投縣魚池郷・水里郷・埔里鎮で
成人男女を対象として実施し
た。調査は國立暨南國際大學
に委託し、各集落へ調査員が
赴いて集会所等に集められた
住民が質問紙に記入したもの
を収集する方法を採った。収
集数は 636 票（魚池郷 281 票、
水里郷 235 票、埔里鎮 120 票）
であった。 
②調査結果 
回答者の年齢構成は、30-50
歳代が約 65%を占めていた。属性における地域差が確認されたのは、民族、職業、学歴、居住年
数、家族の平均収入および生計を同一にしている人数であった。民族では、閩南人の割合が最も
多く、客家人がそれに次ぐが、魚池郷は閩南人の割合が他の 2 地域よりも約 10%ポイント高く、
その分、客家人の割合が低かった。職業では、埔里鎮と水里郷は無職の割合が高く、魚池郷は自
営業またはその手伝いの割合が高かった。学歴では、どの地域も国民小学まで、続いて高級中学・
高級職業学校の割合が多いが、埔里鎮は他の地域よりも相対的に学歴が長い傾向が見られた。 
地域社会に対する意識、SC については、地域共同活動では、埔里鎮は水里郷・魚池郷よりも
積極的に参加している人の割合が多かった。ただし、全く参加しない割合も高かった。一般的信
頼では、水里郷と魚池郷では「信頼できる」割合が相対的に高い傾向が確認された。また、統計
的に有意な差は確認されなかったが、ボランティア参加や特定信頼、地域の人との付き合いの程
度、互酬性等について、埔里鎮は他の 2地域よりも相対的にポジティブな回答であった。 
家族や友人との付き合いに表される結束型 SC は、親戚が同じ地域に居住しているのは魚池郷
が多く、友人とのつきあいの頻度は水里郷が高かった。 
大規模芸術祭を知っているかどうかは、日月潭が位置している魚池郷が「知っている」の回答
が最も多かった。過去 3年間に参加した平均回数も魚池郷の割合が高く、「毎年 2回以上」「毎年
1回」を合計すると 70%弱であった（埔里鎮は約 59%、水里郷約 56%）。大規模芸術祭のボランテ
ィア参加については、（統計的に有意な差は見られなかったが）過去 3年間の参加回数は水里郷
が多く、平均参加回数は埔里鎮が高い一方、「1年に 2回以上」と「1年に 1回」を合計すると魚
池郷の割合も高い。芸術祭への参加も（統計的に有意な差は見られないが）魚池郷が高かった。 
芸術祭の開催が地域の伝統や歴史を反映しているかということに対して、「そう思う」と「ふ
つう」を合わせると 60%を占め、芸術祭によってもたらされた開催地域の魅力は経済効果との回
答が最も多かった。特に、日月潭が位置している魚池郷では肯定的に捉えられていた。 
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